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同和鉱業株式会社

ＤＯＷＡニュース

当社株式の大規模な買付行為に関する対応方針について

（買収防衛策）

当社（東京都千代田区外神田四丁目14番１号、資本金３６４億円、社長 吉川廣和）は、平成12年以

降、第1次中期計画・第2次中期計画を通じて事業構造改革や経営機構改革を推進してまいりました。

これにより、平成10年度には63億円だった経常利益が、平成17年度は332億円に増加し、平成10年度

末には2,274億円あった有利子負債を平成17年度末には997億円まで削減することに成功しました。

当社は、この成功に立ち止まることなく未踏の領域を目指して、第3次中期計画 ～ Jump up to

the New Stage ～ を開始し、さらなる事業拡大に挑戦する所存であります。このため、本年2月に本

社移転を行ったほか、10月には持株会社制への移行を計画するなどさまざまな施策を行ってまいりま

す。

当社は、この第３次中期計画が当社の企業価値の向上にとって最善かつ最速の方策と確信して経営

を行っております。これに対して、この計画よりも企業価値を高めることができるという買収者が現

れた場合には、この計画との相違、実現性などを十分に検討したうえで私どもの見解を株主のみなさ

まにお示ししたいと存じます。そのうえで、株主のみなさまには、株式の保有を継続するかあるいは

買収者の提案に応じるかをご判断いただきたいと考えます。このための時間と情報を確保するために、

敵対的買収への防衛策を導入することが必要と判断しました。

このため、当社は、下記のとおり議決権割合が20％以上となる当社株式の買付行為（以下、大量買

付行為といいます。）が行われる場合の対応方針を定め、平成18年6月28日に開催予定の定時株主総会

において株主のみなさまの判断を実質的に仰いだ上で、導入したいと存じます。なお、当社取締役の

任期は１年間でありますので、導入後も毎年株主総会で実質的にご判断いただくものであります。ま

た、関係法令の整備などを踏まえ、当社株主全体の利益の観点から、この対応方針を随時見直してま

いります。

記

１．基本的な考え方

当社取締役会は、大規模買付行為を受け入れるかどうかは、最終的には、当社株主のみなさまの

判断に委ねられるべきものであると認識しております。その判断にあたっては、当社の事業規模や事

業領域に照らして、大規模買収者と当社取締役会の双方からの適切な情報提供と検討期間が必要であ

ると考えます。

当社取締役会は、このような基本的な考え方に基づき、以下のとおり、当社株式の大規模買付行

為に関するルール（以下、大規模買付ルールといいます。）を設定し、大規模買付者に対して大規模

買付ルールの遵守を求めます。そのうえで、大規模買付者が大規模買付ルールを遵守しない場合には、

当社取締役会として一定の措置を講じる方針です。

なお、当社の経営者側株主の持株比率は4.56％（うち4.51％は相互保有株式で議決権がありませ

ん。）であり、また、国内外の機関投資家および個人の株主が70％超の株式を保有しております。



２．大規模買付ルールの設定

当社取締役会は、大規模買付行為を実施する場合は、別紙１に定める大規模買付ルールに従って実

施されることが、当社株主全体の利益に合致すると考えます。

大規模買付ルールの概要は、次のとおりです。

① 大規模買付者は、事前に当社取締役会に対し、十分な情報を提供する。

② 当社取締役会による一定の評価期間が経過した後に大規模買付行為を開始する。

大規模買付者から提供を受ける情報は、大規模買付者およびその協力者の身元、買収の目的と方法、

買付価格とその根拠、資金的裏づけ、買収後の経営計画などです。また、取締役会の評価期間は、大

規模買付者から十分な情報の提供が完了したときから、買付の対価が現金である場合は45営業日、そ

の他の場合は65営業日とします。なお、大規模買付者からの情報提供が完了し取締役評価期間に入っ

たときは、すみやかにその旨および評価期間の開示を行います。また、十分な情報提供のために必要

と判断される場合、大規模買付者と協議のうえ、この評価期間を延長することがあります。この場合、

延長する理由と期間をすみやかに公表します。

当社取締役会は、大規模買付者からの情報を元に株主全体の利益への影響を検討し、評価期間内に

取締役会としての意見または代替提案を作成し、公表します。

３．大規模買付ルールが順守されなかった場合の対抗措置

（１）基本方針

大規模買付者が大規模買付ルールを遵守しない場合には、当社取締役会は、当社株主全体の利

益の保護を目的として、新株予約権の発行等、株式分割、会社法その他の法律および当社定款が

取締役会の権限として認める措置をとり、大規模買付行為に対抗することがあります。

（２）対抗措置の内容

具体的な対抗措置については、その時点で相当と認められるものを選択することとなります。

当社取締役会が具体的対抗措置として株主割当により新株予約権を発行する場合の概要は、別

紙２に記載のとおりとします。なお、新株予約権を発行する場合には、対抗措置としての効果を

勘案した行使期間および行使条件を設けることがあります。

また、具体的対抗措置として一定の基準日現在の株主に対し株式分割を行う場合の分割比率は、

株式分割１回につき当社株式１株を最大４株にする範囲で決定することとします。

（３）対抗措置の発動条件と大規模買付ルール判定委員会

大規模買付ルールは、当社の経営に影響力を持ち得る規模の当社株式の買付行為について、当

社株主全体の利益を保護するという観点から、株主のみなさまに、このような買付行為を受け入

れるかどうかの判断のために必要な情報や、現に経営を担っている当社取締役会の評価意見を提

供し、さらには、代替案の提示を受ける機会を保証することを目的とするものです。

従って、次のいずれかに該当しかつ対抗策を発動することが相当である場合を除いて対抗措

置を発動することはありません。

① 大規模買付ルールが遵守されない場合

② 大規模買付行為が当社に回復し難い損害をもたらすことが明らかである場合

※ 具体的には、次のような場合が想定されます。

ａ．当社の経営に参加する意思がないにもかかわらず、株価をつり上げて高値で株式を当社

の関係者に引き取らせる目的で大規模買付行為を行っている場合（いわゆるグリーンメ

イラーである場合）

ｂ． 当社の経営を一時的に支配して当社の事業経営上必要な知的財産権、ノウハウ、企業

秘密情報、主要取引先や顧客等を当該大規模買付者やそのグループ会社等に移譲させる



など、いわゆる焦土化経営を行う目的で大規模買付行為を行っている場合

ｃ．当社の経営を支配した後に、当社の資産を当該大規模買付者やそのグループ会社等の債

務の担保や弁済原資として流用する予定で大規模買付行為を行っている場合

ｄ．当社の経営を一時的に支配して当社の不動産、有価証券など高額資産等の売却等をさせ、

それによって得られた利益をもって一時的な高配当をさせるかあるいは一時的高配当等

による株価の急上昇の機会を狙って株式の高値売り抜けをする目的で大規模買付行為を

行っている場合

当社取締役会は、対抗策を発動するときは、大規模買付ルール判定委員会（仮称）を招集し、

発動条件が満たされているかについて、判定を仰ぎます。この委員会は、３名以上の弁護士で構

成し、全員一致をもって判定を行います。当社取締役会は、その判定を最大限に尊重し、発動の

判断を行います。

（４）客観性の確保

本方針を決定した取締役会には、当社監査役４名（内２名は社外監査役）全員が出席し、い

ずれの監査役も、本方針の具体的運用が適正に行われることを条件として、本方針に賛成する旨

の意見を述べました。

当社は、平成16年に定款を変更して全取締役の任期を１年としており、この方針を支持する取

締役の選任を毎年定時株主総会でおはかりすることを通じて、本方針の継続について実質的に株

主のみなさまのご判断をいただきます。

また、当社は、平成18年6月28日に開催予定の定時株主総会において、社外取締役１名を選任

する予定です。

なお、当社取締役会は、関係法令の整備などを踏まえ、当社株主全体の利益の観点から、こ

の対応方針を随時見直してまいります。

４．注意喚起

（１）今回の大規模買付ルールの設定およびそのルールが順守されなかった場合の対抗措置は、当

社株主全体の正当な利益を保護するための相当かつ適切な対応であると考えます。他方、このよ

うな対抗措置により、結果的に、大規模買付ルールを順守しない大規模買付者に経済的損害を含

む何らかの不利益を発生させる可能性があります。大規模買付ルールを無視して大規模買付行為

を開始することのないようにあらかじめ注意を喚起いたします。

（２）大規模買付ルール制定の目的に照らして、対抗措置の発動後といえども、大規模買付者が本

ルールに従うことが明らかになった場合、当社取締役会は、対抗措置を解除することがあります。

対抗策発動を前提とした株価で売買を行った場合、損失を被る可能性がありますので、あらかじ

め注意を喚起いたします。

注：議決権割合の計算において分母となる総議決権数は、当社のその時点での発行済全株式から、直

近の自己株券買付状況報告書に記載された数の保有自己株式を除いた株式の議決権数とします。

以 上

この件に関するお問い合わせ先

同和鉱業株式会社 コーポレートスタッフ総務部門 担当 岸、橋本
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ホームページアドレス：http://www.dowa.co.jp/



（別紙１）

大規模買付ルール

１．このルールに定める用語の定義は、次のとおりとする。

（１）大規模買付行為

大規模買付者による議決権割合が20％以上となる当社株式の買付行為。ただし、議決権割合

の計算において分母となる総議決権数は、当社のその時点での発行済全株式から、直近の自己株

券買付状況報告書に記載された数の保有自己株式を除いた株式の議決権数とする。

（２）大規模買付者

大規模買付を行う者であって、当社の株券等（証券取引法第27条の23第1項に規定する株券等

をいう。）の保有者（証券取引法第27条の23第1項に規定する保有者をいい、同条第3項に基づ

き保有者とみなされる者を含む。）または買付け等（証券取引法第27条の2第1項に規定する買付

け等をいい、取引所有価証券市場において行われるものを含む。）を行う者とその共同保有者

（証券取引法第27条の23第5項に規定する共同保有者をいい、同条第6項に基づき共同保有者と

みなされる者を含む。）および特別関係者（証券取引法第27条の2第7項に規定する特別関係者を

いう。）を含む。

（３）大規模買付情報

大規模買付行為について、当社株主の判断および取締役会としての意見形成のために必要な

次の情報

① 大規模買付者およびそのグループの概要

② 大規模買付行為の目的および内容

③ 買付対価の算定根拠および買付資金の裏付け

④ 大規模買付行為完了後に意図する当社経営方針および事業計画

⑤ その他、株主価値に影響する重要な事項に関する情報

（４）大規模買付ルール判定委員会

大規模買付行為に対して対抗策を発動させる条件の充足を判定するための当社取締役会から

独立した委員会。なお、３名以上の弁護士により構成されるものとする。

２．大規模買付者は、大規模買付行為を行うときは、当社取締役会に対し、次の事項および大規模買

付ルールに従う旨を記載した意向表明書を提出する。

（１）大規模買付者の名称、住所、設立準拠法、代表者の氏名、国内連絡先

（２）提案する大規模買付行為の概要

（３）大規模買付行為が当社に回復し難い損害をもたらす意図がないこと

３．当社取締役会は、意向表明書の提供を受けたときは、受領日から５営業日以内に大規模買付者が

当初提供すべき情報のリストを大規模買付者に交付する。なお、当社取締役会は、当初提供された情

報だけでは大規模買付情報として不足していると認めた場合、十分な大規模買付情報が揃うまで追加

的に情報提供を求めることができる。

４．当社取締役会は、株主の判断に必要と認められるときは、大規模買付者から提供を受けた大規模

買付情報の全部または一部を、適切と判断する時点で公表することができる。

５．当社取締役会は、大規模買付情報の提供が完了したときは、すみやかにその旨を開示するととも

に、大規模買付情報の提供が完了した日から次の各号に定める期間（以下取締役会評価期間とい

う。）内に大規模買付行為の評価、検討、交渉、意見形成、代替案立案を行う。当社取締役会は、大



規模買付者と協議のうえ取締役評価期間を延長することができる。この場合、当社取締役会は、すみ

やかに延長する理由および期間を公表するものとする。

（１）買付の対価を現金（円貨）のみとする公開買付による大規模買付行為 45営業日

（２）その他の大規模買付行為 65営業日

６．当社取締役会は、大規模買付行為の評価、検討、交渉、意見形成または代替案立案にあたって、

外部専門家の助言を受けることができる。

７．当社取締役会は、取締役会評価期間満了までに大規模買付行為に対する取締役会意見または代替

案を公表する。

８．大規模買付者は、取締役会意見または代替案の公表後、公開買付その他の大規模買付行為を実施

するものとする。

９．当社取締役会は、大規模買付行為が次の各号に該当しかつ対抗策を発動することが相当であると

判断したときは、すみやかに大規模買付ルール判定委員会に対し、対抗策の発動条件を満たしている

か否かの判定を求めるものとする。当社取締役会は、大規模買付ルール判定委員会の判定を最大限に

尊重して、実際に対抗策を発動するか否かを決定する。

（１） 大規模買付ルールが遵守されない場合

（２） 大規模買付行為が当社に回復し難い損害をもたらすことが明らかである場合

１０．前項に定める対抗策の発動の決定は、第5項に定める取締役会評価期間の満了までに行うものと

する。ただし、大規模買付ルール判定委員会においてより長時間の判断期間が必要と判定したときは、

その理由と期限を開示したうえで、判断期間を延長することができる。

以 上



（別紙２）

株主割当により新株予約権を発行する場合の概要

１．新株予約権付与の対象となる株主およびその発行条件

取締役会で定める割当期日における最終の株主名簿または実質株主名簿に記載または記録された

株主に対し、その所有株式（ただし、当社の有する当社普通株式を除く。）1 株につき1 個の割合

で新株予約権を割当てる。

２．新株予約権の目的となる株式の種類および数

新株予約権の目的となる株式の種類は当社普通株式とし、新株予約権１個当たりの目的となる株

式の数は1 株とする。

３．発行する新株予約権の総数

新株予約権の割当総数は、696,209,191個を上限として、取締役会が定める数とする。取締役会は、
割当総数がこの上限を超えない範囲で複数回にわたり新株予約権の割当を行うことがある。

４．各新株予約権の発行価額

無償とする。

５．各新株予約権の行使に際して払込みをなすべき額

各新株予約権の行使に際して払込みをなすべき額は１円以上で取締役会が定める額とする。

６．新株予約権の譲渡制限

新株予約権の譲渡については、取締役会の承認を要するものとする。

７．新株予約権の行使期間等

新株予約権の行使期間、行使条件、消却条件その他必要な事項については、取締役会にて別途定

めるものとする。

以 上


